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エンゲルの「資力階級別収支明細表」を修正した「修正表J(前節表2)に
よれば，第5階級(最上位階級〕のエンゲル係数が高水準となり，エンゲルの
法則が妥当しているとは必ずしも言い難し、。これが S4で得られた結論の一
つであった。
だが第5階級に所属する家計数は4家計にすぎず，この暗級の係数をこと
さら問題視する必要はないのかもしれない。とくに第2階級に78家計が含ま
れていることを考慮すれば，その感はし、っそう強くなる。第5階級を無視し
た場合にエンゲルの法則が妥当することはいうまでもなし、。いずれにしても，
9) 
階級に所属する家計数にノミランスを欠きすぎるという点は指摘できる。
同様なコメントは階級偏に関してもつけられる。エンゲルは「資力JIこ応
じて 5階級に区分けするが，その場合の階級隠は区々で，恋意的とさえおも
フラン
える。 300法を基準幅としたものと察せられるが，それに該当するのは第2，
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階級 ILC; I (ぷ)I必|品I(ふ)I品)I判菱+町
400法台 456.8 330.0 44.3 46.4 29.3 2.6 2.8 18 
500 庁 548.9 391.5 58.2 45.6 35.2 2.7 14.5 22 
600 11 655.4 443.2 83.6 66.0 36.4 5.0 19.8 25 
700 11 741.8 486.5 102.6 78.3 49.6 2.6 21.6 15 
800 11 853.7 593.0 107.3 69.2 49.8 6.1 24.7 38 
900 11 943.8 656.6 110.6 76.0 61. 3 6.7 30.8 15 
1，000 11 1045.2 694.5 150.2 95.0 58.5 5.7 40.1 10 
1， 100 11 1151.1 761.5 183.2 104.6 67.1 14.3 19.0 14 
1，200 1 1229.7 815.8 179.5 119，3 75.5 2.7 35.8 8 
1， 300 1 1351.5 872.4 206.7 83.7 64.7 20.8 101.7 7 
1， 400 1 1433.2 899.0 257.4 161. 6 69.6 13.8 31.0 5 
1，500 1 176.4 135.4 89.0 16.8 93.4 5 
1， 600法以上 2001.1 I 1289.4 318.7 180.0 86.6 48.9 82.2 11 
階 級 | エC; I (ん|必 1(品〉いお)1 (ぷ)I (持)1町数
400法台 36.2 4 
500 1 539.1 386.6 55.8 51.6 31.8 4.1 I 8.1 6 
600 1 645.5 435.1 91.1 65.2 38.2 4.0 i 10.7 7 
700 1 751.5 502.5 90.1 85.5 49.3 6 
800 11 1 861.1 604.6 104.7 82.4 49.9 3.8 I 14.4 15 
900 グ 953.0 659.8 99.8 95.2 71.0 8.4 i 16.4 5 
1， 000 1 1044.3 693.3 154.6 i 107.8 53.8 6.5 27.0 8 
1， 100 11 1151.0 754.0 180.1 115.6 69.1 13.7 17.2 8 
1， 200 1 1263.4 820.6 187.6 123.8 80.8 0.5 22.4 5 
1，400 庁 1434.7 879.5 279.2 170.7 67.0 9.7 27.5 4 
1，500 グ lm010530 200.5 188.5 106.5 2 
1， 600法以上 1926.2I 1151.8 313.4 236.8 99.4 76.8 I 47.2 D 
第3階級にすぎなし、。残りは 600法未満， 1200--2000， 2000法以上とバラバ
ラである。ではこのような階級幅の設定は所属する家計数を平均化するため
になされたのかとレうと，すで、に述べたように，必ずしもそうではなかった。
前工業化社会の消費構造 (2) 95 
階 級|エc;1 (ぷ)I (inru I (品)I (お))ゐI(ぷ)1村数
400法台 ' 452.4 325.9 46.6 45.7 29.0 14 
500 !I 552.6 393.4 59.1 43.3 36.5 2.1 I 16.8 16 
600 !I 659.2 446.4 80.7 66.3 35.7 5.4 I 23.3 18 
700 !I 735.3 475.8 111.0 I 73.5 49.8 I 1.2 I 22.8 9 
800 !I 848.8 585.5 109.0 60.7 49.7 7.5! 31.3 23 
900 !I 939.2 655.1 116.0 66.5 56.5 5.9 38.0 10 
1，∞o !I 1048.5 699.0 132.5 43.5 i 77.0 2.5 92.5 2 
1，100 !I 1151.3 771.6 187.5 64.5 15.1 21.3 6 
1，200 !I 1218.6 808.0 166.0 7.3 58.3 3 
1， 300 !I 1353.5 858.0 208.6 76.0 67.6 24.3 117.5 6 
1， 500 !I 1535.3 1032.6 160.3 100.0 77.3 24.0 139.6 3 
1， 600法以上 2063.6 1404.1 323.1 132.8 76.0 25.6 111.5 6 
全体として階級区分に一貫性がなし、というのがここでの印象である。そう
なると，それぞれの階級平均値に家計数ウェイトを乗じて調整し，改めて検
討し直す必要もでてくるが，この点もう少し改良の余地もあるとおもわれる。
それとともに，対象としている家計データが地理的にも，また職業的にも
種々雑多であることに気付く。 これらを適当な範鴎(たとえば都市家計と農村
家計〉に分類して， それぞれ別個に分析してみたらどのような結果が得られ
るか，再検討にあたり付け加えて行なっておくべき作業の一つであろう。
以上の諸点を考慮、し，先きに修正した 194の家計支出データを 100法刻み
に区分しなおし，また都市，農村，全家計の 3系列のデータ作成を試みてみ
た。階級数は13，第四階級 (1600法以上〉を除けば，各階級幅はすべて 100法
に統一されていることになる。各階級所属の家計数は，全家計の例では，最
高が38，最低が5となっており，なおパランスを欠くものの，前表にみられ
るような極端なアンバランスは回避できたと考える。表 3~5 はそのように
して得られた各階級の費目別平均支出額を示したものである。さらにグラフ
は，全家計のケースに限って，階級の動きに伴う各費目の対家計支出額比率
〈係数〉の変動を追ったものである(グラフ 1)。
表あるいはグラフでみる限り，各費目係数の動勢を俄わかに判定し難レが，
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費目見!J対家計支出比率(全家計〉
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エンゲ、ノレ係数はどうやら低下の傾向を示しているようにおもわれる。また同
様な動きを示すものに住居費をあげることができょう。光熱費については低
下の程度がやや顕著である。これらに対し被服費は逆に上昇の傾向にあるも
のと判断できそうである。保健衛生費，教育費になるとその傾向はもう少し
t土っきりしてくる。
こうしてみると，結局最初に示したところのエンゲルの観察結果は，修正
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後のデータによってある程度の裏付けを得たように考えることができる。と
はいえ，表，グラフですぐ確認できるように，上記の諸傾向と逆の動きを示
す箇所が各費目についていくつか見受けられる。見い出された諸傾向には，
なお統計的に確定，検証される余地が残されているといえよう。この点にお
ける改善をさらに深める意味を含め，次節以下では表 3~5 に示したクロス
・セクション・データによる消費関数の測定を行ない，この時代の消費事情
に対する数量的検討をいっそうおし進めてみたレ。
!i 6. モデル設定
以下で計測しようとするのは消費支出と所得との間の関係式:消費関数で
ある。これをし刈、かえれば，所得増加の変化率に対する消費支出の変化率:
所得弾力性を各消費費目について測定しようとしているわけである。もっと
も，ここで、は，所得の代わりに家計支出総額をあてているので，正しくは支
出弾力性の測定というべきであろう。また関係式はまさしくエンゲル関数と
呼ばれるべきものでもある。
記号を消費費目 :C; 家計支出総額:工Cと定めれば，各費目の支出弾力
性 αiは，
α= â~; /â~E --，---- C; /エC (2) 
と書くことができる。 (2)式は単純に消費費目C;と家計支出総額三JCの増加
率の比率を示したものである。したがって，たとえば附く1(非弾力的〕のと
き，消費支出増加率く家計支出総額増加率であるから，当然 CJL_Cは低下
する。C;/工Cはいうまでもなく， 前節までで述べてきた係数(各費目の対家
計支出額比率〉にほかならなし、。それゆえ，エンゲルの法則は飲食費の支出
弾力性が1より小の場合を意味している。
ところで(2)式は
α oC; /θ三二C oC; / C; 
tーー と了/-)'-C--a豆ご/芝亡 (3) 
のようにも書けるから，弾力性 αzは限界費目性向を平均費目性向で除して
得られることにもなる。そこで費目関数を単純な一次式，
C;=a+sミC (4) 
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とおき， (4)式を
Ci=a+si2.:C十u (uは確率誤差項J (5) 
の形に直して先きの修正データへのあてはめを行ない，最小自乗法により
siを統計的に推定すれば，その結果から支出弾力性 αzを得ることが可能で
ある (siを(3)式に代入〉。
(5)式の u は ~C 以外の Ci の説明因子合成項である。 u を合成する因子
のーっとして，たとえば，世帯人員が考えられるが，すでに述べたとおり，
利用するデータがあらかじめ同規模 (6人〉の家計データに調整されている
ので，世帯人員を考慮する必要はここではなし、。しかしデータがそのように
調整されているということは，逆にいえば，消費支出に対する世帯人員効果
の測定を不可能ならしめていることであって，わざわざ観察領野を狭めてい
るというエンゲルの嘆きがここにもある。
さて， (5)式で siを推定し(3)式によって得られる αaはあくまでも平均(費
目性向〉値における弾力性であることに留意しなければならなし、o ~、し、かえ
れば，限界費目性向 siは一定であるが， (3) 式のc../~C の値によっては弾
力性 αtは変化しうるということである。
もし弾力性 αi-一定という仮定をおくならば，関数範式を
Ci=a~Cα(6) 
とし，そのベき係数引を推定すればよし、。なぜなら， (6)式両辺の対数をと
ると，
10g c. = 10g a + <Xi 10g ~C (7) 
となり，これは 10gaを常数項〈切片〉とする両対数線型であるから， その
勾配を示す係数 αzは
α。 a10皇s:._= OS;i /_~玉三
。 log~C Ci /戸C (8) 
のように意味づけられ， >'Cの増加率に対するc..の増加率の割合:支出弾
力性ということになるからである。
計測にあたっていずれを採るべきか決め手に欠けるが，範式のデータへの
統計的あてはまりの良し悪しが判断の材料の一つになることも考え，ここで
は二通りの計測を行ないその結果を並記することにした。
なおこうして定式化された関数型が支出(ないしエンケ、ル〉関数としてアイ
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デンティファイできるかどうかについての検討は行なわれてレない。し、L、か
えれば，観測された消費量が(効用調数と所得制約から導かれた〉最適消費=均
衡値であったかどうかについての保証はなにもないのである。それゆえ，以
下の叙述は各財についての消費・家計支出聞に上記した関係が成立していた
という，いわば事後的な説明ということになる。
S 7. 計測結果
計測は3系列のデータ〈全家計，都市および農村〉についてそれぞれ線型，
対数線型の二通りで行なった。結果は表 6~8 に示すとおりである。
表をみてわかるのは，まず，総じて範式のデータへのあてはまりが良好で
あることであろう。都市系列C5(教育費〉の 0.590(線型)， 0.066 (対数線型〕
を除けば自由度調整済みの決定係数 R2は，全家計系列 C6(保健衛生費〉の
0.762(線型)，農村系列 C3(住居費〉の0.774(対数線型〉がやや低いものの，
そのほかは悪くても 0.8台を維持L，過半は0.9以上を示している。全体と
して，設定した関数の統計的フィットは良いと判断してよさそうである。
つぎに〈支出〉弾力性値 αiの t比率(( )内数値〕をみてわかるように，
都市系列 Cs(教育費〉の(1.024) (対数線型〕を除外すれば， ほかはすべて
2.0以上の値をとってし、る。 したがって，推定されたぬは一例を除きすべ
て統計的に有意とみなすことができる。
また線型，対数線型の計測結果を比べると双方に大差はないということが
わかるoR2， a;， t比率いずれも，若干の相違はみられるが， 似たような値
を示している。どちらの計測結果を採用すべきか通常議論の分れるところで
あるが，ここではそうした懸念は，結果的にみて，ないことになる。
以上に対し今回の計測での問題は常類項 a(切片項〉の値についてである。
( )内の数値が示すように， t比率は 2.0以下をとるものが多L、o 3系列の
線型，対数線型都合36本の計測中15本の常数項についてそうであった。こう
した傾向はとくに線型の場合に顕著で、ある(計測 18本中 10本について切片項の
t比率は2.0以下であった〉。だが当面ここで問題としているのは s;ないし引
であること，また対数線型の計測では逆に大半が切片モ買を有君、としているこ
となどの理由で，常数(切片項〕に関する議論は一応ここでは差し控えてお
くことにする。
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表6 言十;J!IJ結果:全家計 ( )内は t比率
線 型
a αf R2 
C1 (飲食〉 45.98 ( 3.225) 0.935 (50.320) 0.997 
C2 (被服〉 -32.85 (-1. 832) 1.215 (11.095) 0.954 
C3 (住居〉 2.53 ( 0.204) 0.973 ( 8.205) 0.920 
C， (光熱〉 16.30 ( 3.141) 0.725 ( 8.932] 0.931 
C5 (教育〉 14.90 (-2.761] 2.302 ( 5.246) 0.829 
C， (保衛〉 -20.86 (-1.345) 1.524 ( 4.203) 0.761 
対 数 線 型
C1 (飲食〉 0.12 ( 0.983) 0.924 (52.001] 0.997 
C2 (被服〉 - 4.05 (-6.641] 1. 296 (14.670) 0.973 
C3 (住居〉 - 1.95 (-2.690] 0.933 ( 8.898) 0.931 
C， (光熱〉 1.34 (-3.021) 0.779 (12.126) 0.961 
C5 (教育〉 -10.45 (-4.141) 1.806 ( 4.943) 0.813 
C， (保衛〉 - 9.50 (-4.057) 1.864 ( 5.499) 0.842 
表7 計測結果:都市 ( )内は t比率
線 型
a αg R2 
Cl (飲食〉 83.66 ( 3.591] 0.878 (28.069) 0.993 
C2 (被服〉 -46.68 (-2.240) 1.312 (10.139) 0.949 
C3 (住居〉 -21.60 (-3.022) 1.188 (20.495) 0.987 
C， (光熱〕 7.68 ( 1.012) 0.876 ( 7.748) 0.918 
C5 (教育〉 -19.10 (ー 1.483) 2.556 ( 2.625) 0.590 
C6 (保衛〕 - 5.38 (-1.336) 1.273 ( 6.700) 0.894 
対 数 線 型
Cl (飲食〉 0.366 ( 2.332) 0.888 (38.874) 0.967 
C2 (被服〉 -5.009 (-6.053) 1.432 (11.918) 0.963 
C3 (住居〉 -3.144 (-8.995) 1.130 (22.272) 0.989 
C， (光熱〕 -2.166 (-3.435) 0.905 ( 9.884) 0.947 
C5 (教育〉 -3.750 (-0.685) 0.815 ( 1. 024) 0.066 
C， (保衛〉 -8.942 (-3.865) 1.700 ( 5.059) 0.831 
前工業化社会の消費構造 (2) 101 
表8 計測結果:農村 ( )内は t比率
線 型
a αf R2 
Cj (飲食〉 10.27 ( 0.578) 0.985 (42.339) 0.996 
C2 (被服〉 -23.95 (-1.362) 1.169 (10.201) 0.950 
C3 (住居〉 21. 07 ( 1. 777) 0.722 ( 5.004) 0.828 
C， (光熱〉 23.52 ( 3.445) 0.588 ( 5.332) 0.844 
C5 (教育〉 - 9.01 (-2.461) 1. 885 ( 5.663) 0.859 
C， (保衛〉 -31.90 (-1.545) 1. 566 ( 4.631] 0.806 
突す 数 線 型
Cr (飲食〉 - 0.096(ー 0.551) 0.956 (37.591) 0.996 
C2 (被服〉 - 3.43 (-5.198) 1. 201 (12.535) 0.966 
C3 (住居〉 - 0.34 (-0.309) 0.670 ( 4.184) 0.774 
C， (光熱〉 - 0.84 (-1. 364) 0.705 ( 7.835) 0.919 
C5 (教育〉 -14.43 (-4.674) 2.360 ( 5.258) 0.841 
C， (保衛〉 -11.17 (-4.326) 2.154 ( 5.737) 0.862 
以上が掲げた3つの表を通観して気付く計測結果の特色であるが，これら
を念頭におきつつ，費目別に得られた支出弾力性値引についてみておこう。
1. 飲食費 (C1)
ここでいう飲食費とは食料費合計をさしており，主食費(植物性食物=穀類)，
副食費(動物性食物)，飲物(ピール，ブドウ酒等〉すべてを含む。すでに述べた
とおり，データは項目別支出額の明細を欠いているので，残念ながらそれら
の項目についての計測はできなかった。飲食費全体の支出弾力性値は表に示
したとおり，全家計のケースで O.924~O.935 都市系列ではO. 878~O. 888， 
農村系列では O.956~O. 985の値をとっている。 αlく1であるから辛ろうじ
てエンゲルの法則が妥当しているといえるが，いずれのケースも 1を大きく
かけ離れた値で、はないことに注意すべきである。エンゲノレの法則の作用は，
この時代にはいわれるほど顕著なものではなかったという解釈も可能である。
むしろ食料費の家計支出に占める比率は，所得(支出〉階級のいかんを問わ
ず，そう大きく変化するものではなかったと考えた方がここでは妥当であろ
う。このことは，エンゲルの法則が，厳密には飲食費全体にではなく，その
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表9 飲食費に占める各項目比率 (単位:%)
|円 16;;込iZみI~総長 12002
動物性食物 15.9 18.1 25.4 26.2 26.8 
牛乳・卵・魚 4.7 5.2 4.7 5.8 3.9 
パター・脂肪・泊 9.4 9.0 13.0 12.2 13.1 
植物性食物 81.1 75.8 67.2 63.5 62.2 
小麦バ 、J 4.4 13.9 15.9 20.6 40.2 
黒 ノ、. ン 27.7 20.8 15.2 10.2 0.0 
混製パ ン 15.8 14.3 12.6 12.0 5.9 
馬鈴薯・その他野菜 23.1 18.5 15.2 12.3 8.9 
呑料・塩・調味料 2.5 2.4 2.0 2.2 1.4 
茶・瑚珠・シコリー 7.3 5.7 5.9 5.6 5.6 
飲 物 1.4 3.0 4.4 6.4 9.9 
(火酒・どー ル・リンゴ酒他
酒場飲用ピール他 1.4 2.4 3.1 4.2 6.5 
うちの植物性食物=穀類だけに働いていたとする先きの解釈を支持している
ようにおもえる。エンゲルが掲げた未修正の家計支出内訳(表的からの計
算によれば，穀類の食料費合計に占める割合は 600法未満の階級で81.1%，
この比率は階級を昇るにつれて低下し， 2 ， 000 法以上の階級では62.2%~;こま
で減少している。また，このような傾向は小麦バンを除いてみるといっそう
明瞭となる。小麦パンを除く穀類の食料費合計に占める割合は 600法未満の
階級で76.7%であったものが， 2，000法以上の階級では 20%にまで溶ち込ん
でし、ることがわかる。もし弾力性をはじけば，それが 1をかなり下回る値と
なることは確実である。これをいし、かえれば，穀類のうち小麦パンだけが他
とは異なった動きを示していたことにもなる。食料費合計に占める小麦パン
の比率は 600法未満の階級で 4.4%にすぎなかったが， 2，000法以上の階級
では40.2%にまではね上っているのである。小麦パンの弾力性値は，したが
って， 1を大幅に上回るものであったと予想される。
小麦パンと同様の動きを示すものとしてはほかに動物性食物の肉がある。
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表10 計測結果(家計数ウエイト) :全家計 (C J内はt比率〉
線 型
a αz R， 
Cj (飲食〉 108.86 ( 1.237) 0.957 (28.910) 0.985 
C， (被服〉 -114.14 (-1.625) 1.224 ( 9.277] 0.876 
C3 (住居〉 35.94 ( 0.872) 0.890 ( 7.437] 0.819 
C， (光熱〕 62.21 ( 2.668) 0.696 ( 6.424) 0.770 
C5 (教育〉 - 67.79 (-3.265) 2.813 ( 5.309) 0.693 
C， (保衛〉 - 32.09 (-0.577) 1.252 ( 2.892) 0.380 
弁す 数 線 型
Cj (飲食〉 0.07 ( 0.267] 0.941 (25.667] 0.982 
C， (被服〉 4.54 (-3.693) 1. 310 ( 8.694) 0.861 
C3 (住居〕 1. 23 (-1. 049) 0.856 ( 5.926) 0.739 
C， (光熱〉 0.81 (-0.941] 0.749 ( 7.035) 0.801 
C， (教育) -14.37 (-3.389) 2.161 ( 4.160) 0.576 
C， (保衛〉 -11.41 (-2.634) 1. 965 ( 3.701] 0.514 
表11 計測結果(家計数ウエスト) :都市 (C J内は t比率〉
線 型
a αI R' 
Cj (飲食〉 165.17 ( 2.209) 0.898 (20.861] 0.975 
C， (被服〉 -106.96 (-2.162) 1. 305 ( 9.844) 0.897 
C， (住居〉 23.63 (-0.962) 1. 089 (12.509) 0.933 
C， (光熱) 26.91 ( 1.736) 0.814 ( 8.137) 0.855 
C5 (教育〉 48.23 (-1.575) 2.699 ( 2.667] 0.357 
C， (保衛〉 15.63 (-1.615) 1.334 ( 6.857] 0.807 
来J 数 品現 型
Cj (飲食〉 0.36 ( 1. 647] 0.901 (31.618) 0.989 
C， (被服〉 - 5.58 (-6.480) 1.459 (13.101] 0.939 
C3 (住居〉 2.69 (-5.514) 1.058 (16.749) 0.962 
C， (光熱〕 1.76 (ー 2.629J 0.864 ( 9.959J 0.899 
C5 (教育〉 3.69 (-0.595) 0.828 C 1.032) 0.005 
C， (保衛〉 10.90 (-4.778) 1.876 ( 6. 365J 0.782 
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表12 計測結果〈家計数ウエスト) :;農村 ( ( J内は t比率〉
線 型
a α& R' 
Cj (飲食〉 65.43 ( 0.011) 0.999 (33.833) 0.990 
C， (被服〉 -86.32 (ー 1.800) 1. 227 [10.141) 0.902 
C3 (住居〉 53.79 ( 1. 449) 0.742 ( 4.412) 0.626 
C， (光熱〉 69.16 ( 3.557) 0.547 ( 4.564) 0.643 
C5 (教育〉 23.55 (ー 2.159) 1.916 ( 4.773) 0.664 
C， (保衛〉 -24.61 (-0.388) 1. 184 ( 2.635) 0.350 
対 数 線 型
Cj (飲食) - 0.29 (ー 1.136) 0.988 (29.723) 0.987 
C， (被服〕 3.66 (-3.531) 1.206 (9.151) 0.882 
C3 (住居〉 - 2.19 (-1.148) 0.949 ( 3.905) 0.564 
C， (光熱〉 0.37 ( 0.473) 0.587 ( 5.783) 0.746 
C5 (教育〉 19.49 (-4.686) 2.829 ( 5.358) 0.715 
C， (保衛〉 - 7.12 (-1.405) 1.491 ( 2.320) 0.284 
食料費合計に占める肉の比率は600法未満の階級で1.6%であったが， 2，000 
法以上の階級では9.8%に上昇していることがわかる。また飲物についても
1. 4% (600法未満〉が9.9%(2.000法未満〉に上昇しているのであるから，や
はり同じ傾向を認めることができょう。なお動物性食物でもパター・脂肪・
池については，対食料費構成比率は階級の上昇に伴い増大するものの肉類，
飲物ほどではなかったことが表9から読みとれる。
これを要するに，食料費の増加率はほぼ家計支出の増加率に等しいが，家
計支出の増加に伴い食料支出の構成内容は著しく変化したと判断できる。す
なわち，家計支出の増加の相当部分がなお食料費に充当されていたが，それ
により穀類中心型から小麦パン，肉類を中心とした食生、活へと改善される傾
向にあったことをそこから読みとることができるのである。それとともに人
人はピール，ブドウ酒等の飲物を多く摂るようになり，また外での飲食の機
会も目立って増えるようになる。これが計測結果から判断される当時の社会
の食料消費事情であった。
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2.被服 CC2)・光熱 CC，)・住居費 CC3)
被服費の支出弾力性値 α2 は全家計のケースで 1.215~1.296，都市系列で
1. 312~ 1. 432，農村系列で1.169~ 1. 201であった。飲食費とは逆に，いず
れのケースも 1を上回る値を示してし、る。やや便法にすぎるが，最高位と最
低位の単純平均をとれば1.30，支出弾力的であったといってよいであろう。
つまり，家計支出の増加があった場合，その増加率以上に被服に対する支出
は増加する，そうした消費行動を人々はとっていたことになる。先きに示し
たグラフ 1で，被服費の対家計支出比率が階級を昇るにつれて上昇傾向をみ
せているのは，そのような人々の消費行動の反映でもある。
被服費の動きと対照的なのは光熱費である。全家計のケースで引は0.725
~o. 779，都市系列でo.876~0. 905，農村系列でo.588~0. 705，同様に最高
位と最低位の平均をとれば0.73であるから，平均的にみて，こちらの方は非
弾力的であったとみなせる。また，ここで興味あることは，都市と農村で弾
性値に開差がみられることであろう。都市の支出弾力性値は平均して農村の
それを0.25ほど上回っている。光熱費の内容は燃料および燈火であるが，都
市において相対的に叫が高いことは，それだけ燃料なレし燈火が都市で“上
級財"としての性格を備えていたためで、あろうか。燃料，燈火の原料獲得が
当時都市で困難であったことは十分考えられる。価格の問題を含めチェッグ
しておく必要がある。いずれにせよ地域による泊費行動の差を示すものとし
て注目しておくべき点であろう。
同様な指摘は住居費についてもいえる。住居費の支出弾力性値は，全家計
のケースで o.933~0. 973，都市系列で1. 130~1. 188，農村系列で0.670~
0.722であるから，地域差は光熱費以上に明白である。しかも住居費の場合
は，都市で支出弾力的，農村で非弾力的であるので，両地域での人々の消費
行動の差異は歴然、としている。住居費の構成は家賃および家具購入，維持費
からなるが，支出額からみて大方は家賃である。住宅建設費が含まれてない
ところをみると，あるいは持家よりも賃貸が当時の住宅事情を特徴づけてい
たとも判断される。都市において弾性値が1を超えるものであったことは，
所得(支出〉増に伴い家賃支出をいっそう増やすという傾向を反映したもの
と考えてよいから，都市では，より広L、，上質な家屋へ住居を変更するとい
う行動を人々が選択する場合が多かったと解釈できる。いL、かえれば，都市
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ではそれだけ住宅事情に切迫したものがあったという理解も可能なのである。
これに対して農村では，支出弾性値は1を大きく下回っており，解釈は都市
の場合と逆になる。すなわち，農村では，住居獲得への格別な志向はみられ
ていなし、。判断する材料をほかにもたぬので断言はできぬが，農村では，都
市のように，所得(支出〉増加率を上回る住宅支出を行なう必要を人々はも
たなかったものと推察できょう。
3. 教育 CC5)・保健衛生費 CC6)
今回の計測で高い支出弾力性値を示したものとして教育費と保健衛生費を
あげることができる。教育費の支出弾力性値的は，全家計のケースで1.806
~2.302，都市系列で2.556，農村系列で1. 885~2. 360であった。他の費目の
弾力性値に比べかなり高い水準といえよう。この場合も都市と農村で聞きが
みられるが，両地域の教育に対する人々の需要には，所得(支出〕増があっ
た場合，かなり旺盛なものがあったことに変りはなし、。あるいはこれをいし、
かえて，高所得階級ほど教育に対する支出は大きいのであるから，教育機会
の高所得層への偏りという指摘もできるのである。
同様なコメントは保健衛生費にもつけられる。支出弾力性値的は全家計
のケースで1.524~ 1. 864，都市系列で1.273~ 1. 700，農村系列で1.566~2. 154 
であるから，教育費ほどではないにしても，他費目と比べやはり弾力性値の
相対的高位さは動かなし、。保健衛生費の“賀沢品川的性格を示したものと考
えられる。これも，教育機会と同様，当時の医療事情の姿を反映したものと
みなすことができょう。
最後に，これら計測結果，ならびにその解釈になおいっそうの慎重さを期す
という意味で 3つぎのような計測を行なってみた。 3系列〈全家計，都市，および
農村〉の修正データ(表 3~ のになお残る各階級の家計数アンバランスを考
慮し，階級毎に家計数ウエイトを乗じた平均データによる計測がそれである。
これにより 3階級平均値は家計数でいわば“加重平均化"された格好になる。結
果は表1O~12に示したとおりである。 ウエイト調整前の計測結果(表6~ 8) 
と比べ決定係数 R2がやや落ちるが，支出弾力性値の t比率が申し分なく高
いこと，常数項の t比率は逆に低いことは前と同様である。弾力値自体は住
居費，教育費，保健衛生費で若干前回(ウエイト調整前〉の結果と相違を示し
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ているが，大勢には大きな変化はなし、といえる。それゆえ，これによりこれ
までの解釈を大幅に変更する必要はないものと判断する。
~ 8. 要約，今後の課題
計測結果を要約すればつぎのようである。まず飲食費については，当時エ
ンゲノレの法則が妥当してし、たものの，いわれるほど顕著なものではないとい
うことである。これは飲食費を構成するもののうち動物性食物，飲物および
植物性食物に含まれる小麦パンの支出弾性値が非常に高いためと想像される。
飲食費のうち支出弾性が1を大幅に下回る，したがってエンゲルの法則が確
実に妥当すると考えられるのは，せし、ぜし、小麦パンを除く植物性食物(黒パン，
混製パン，馬鈴薯〉に限られていたことになる。これらのことは当時の食生活
が，所得〈支出〉増加に伴い， 肉類，小麦バンを中心としたものに改善され
る余地が多分に残されていたことを暗示してレる。もし所得(支出〉に余裕
が与えられるならば，人々はその分を肉類，小麦パン等の支出に振り当てる
傾向が強い，そのような食料消費の構造(行動〕をこの時代のベルギ一社会
はもっていたので、ある。このことはまた，換言すれば，低所得層の食料消費
事情の相対的な劣位，不十分さを示唆しているのでもある。
同様な事情は被服，都市の住居，教育，保健衛生についても指摘できる。
とくに教育，保健衛生費の支出弾性値が1を大きく上回るものであったこと
は，人々の所得増加に伴うこれらの費目に対する強い支出意欲を反映したも
のであると同時に，当時の教育，医療サーピスの高所得層への偏りを物語る
ものでもある。これほどではないが，都市の住宅事情についても同じ解釈が
つけられる。ただ弾性値から判断して，農村の住宅事情はいくぶん異なって
レた模様である。この住居費とともに光熱費の弾性値の値にも都市と農村の
聞で大きな相違がみられている。両地域聞の消費行動の差異を反映したもの
として興味深し、。
以上が計測結果から判断できる19世紀半ばのベルギー労働者家族の消費構
造〈行動〉である。そこから得られる帰結の一つは，再び生活水準との関連
でし、えば，当時の労働者家族の生活水準はさほど改善されたものではなかっ
たということであろう。なぜなら全家計の平均支出額は 918法，因みに第10
階級(1，000法〉以下に所属する家計を数えれば 143，全体のMを占めており，
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このことは，上記の結果から判断して，食生活，教育，医療，住居の面で過
半の人々が低い水準に位置していたことを語るものであるからである。この
点はエンゲル自身が1891年の調査データとの比較において言及したところで
もある。s1との係わりでいえば，(cj叫が産業革命以前のベルギ一社会で
は依然低位であったことになる。
ところでこの (cj叫が産業革命にかけてどのように変化するかというこ
とが“生活水準論争"流の論議であろうが，しかし工業化に伴う生活水準は，
これを短期的にみる限り，俄わかにその改善を判定することは困難とおもわ
れる。地域的にその趨勢は異なり，特定の傾向を見レ出し難し、。これはイギ
リス史における水準論争で，もしあるとすれば唯一の結論でもあったはずで
ある。だが，これを長期的にみた場合，答えた明瞭である。機械に代替され
て生じた過剰労働力も工業化に伴L、いずれは吸収されるであろうとは同時代
人で，悲観論者リカードの『機械論』の教えであるが，なによりも産業革命以
後の統計数字は， S.クズネッツが示したように，工業化に伴う人々の実質
所得の顕著な増大を証言しているのである。多くの国々において“近代エポ
ッグ'の開始が産業革命期を境にしていることについては大方の了解がある
といってよし、。そこで計測結果を改めて生活水準論争流に解釈し直して議論
することは避け，ここではむしろ計測によって知り得た消費構造(行動〉を
当時の社会の需要構造とみなした場合に，それがその後の生産ないし産業構
造の変動とどのような関連にあったのか， いわば需要構造の性格が供給(生
産〉構造に及ぼす影響の側面について 2，3の指摘を行なっておくことにす
る。
所得水準の上昇(ニ経済成長〉に伴い消費費目それぞれの構成比率がどのよ
うに変化するかは， 1を臨界点とする所得〈支出〉弾力性の大小関係によっ
て定まるものとされている。通常食料費の弾性値は 1以下とされるが，消費
性向がこのように低いとき，経済の成長につれ食料費の支出比率は小さくな
るはずである。消費〈需要〉構造がこうしたものである限仇最終的にそれ
が生産面に反映し，やがては総産出高に占める農業産出高構成比の縮小とい
う結果をもたらす。し、し、かえれば，そのことが，経済発展に伴う第 l次産業の
長期低落傾向，したがって第2，第3次産業の上昇(し、わゆるベティー/クラー
クの法則〉の主要な要因であると考えられる。それゆえ，消費事情を所得〈支
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出〉弾性との関連で実証的に明らかにしておくことは，産業構造の変動=工
業化を需要面から説明するものとして少なからず意義をもつものとおもわれ
る。とくに農業社会から工業化社会への離陸が開始される産業革命期前後の
時期についてこうした試みを行なうことは重要である。
このような観点からベルギーの産業構造を考えた場合，おおざっぱに，以
下の3点が指摘できる。まず第Hこ，飲食費の支出弾性値はほぼuこ近似し
ていたから，こうした消費構造が続く限りは，経済の発展につれて農業生産
全般が即座に低落する理由は，少なくとも需要面からは見し、出し難いという
ことである。もし農業に低落傾向があるとすれば，それは小麦を除く穀類生
産に限られたものであったろうと考えられる。なぜなら，小麦を除いた穀類
の支出弾性値は1を大きく下回っていたからである。第2に，第lとは正反
対の理由で，第 1次産業のうち小麦，畜産，酪農業はむしろその比重を高め
る動勢にあったとおもわれることである。これらの弾性値は 1を大きく超え
てし、たからである。第3の指摘は非農産業に関するものである。先きに示し
たとおり，支出弾性{直が1を超えたものに被服費，都市の住居費，教育費，
および医療費をあげることができる。また飲食物中の飲物(ビール，ブドウ酒
等〉の弾性値も 1を超えていたと推測されるが， これらはし、ずれも非農業，
サービスに対する需要であるという点で共通していることに注目しておくべ
きである。第2次，第3次産業の生産物に対する支出弾性は相対的にも，絶
対的にも高い水準を示しているのである。需要面での支えがなレ限り急速な
工業化は起りえないとしづ側面を重視すれば，上記の計測値は産業革命以後
の農業に対する非農業〈製造業，サービス業〉の優位さ，拡大=工業化に歴史的
な説明を与えるものであると考えてよいであろう。
産業構造の変化を探る場合，無論他の様々な条件を考慮しなくてはならな
い。上記3点の指摘は，その意味で，あくまでも需要〈消費〉サイドから展望
した場合のリマークにすぎなし、。また， s.クズネッツが指摘するように，
経済の成長過程における生産構造の長期的趨勢と消費財の所得〈支出〕弾力性
に関する法則との関宮こついては，なおいくつかの理論的に検討されるべき
問題点が残されている。したがってここで、は，前工業化社会の消費構造のあ
り方からその後の産業構造の変化を探る上で、の一つの手がかりを得たという
程度に解釈をとどめておくべきであろう。
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最後に今後に残された課題について述べておこう。本計測は，前工業化社
会の消費構造を明らかにする作業の一環としてなされたものである。 19世紀
半ばのベルギーを考察の対象にあげたのは，良質なデータが手近かにあった
ことによる。今後同様な方法でいくつかの地域，時代について分析，比較・
検討されることが望まれる。ここでの計測値が前工業化社会に共通した，い
わば代表値であるかどうかは疑問である。計測値の安定性についてはさらに
いくつかの地域の事例に関する立ち入った検討が必要とされる。また，それ
ぞれの支出弾性値は長期的に変動するのかどうか，工業化以後の時代につい
ての計測結果とのつき合わせも必要である。そうすることにより，工業化社
会の消費構造への変化を理解する上で、新たな知見が得られるものと期待され
る。
のもっとも，この点に関してはエンゲルも認めている。「よりまとまった資力階級
の区分を得るために，これらの家計を 600法未満および 600-900法， 900-1，200 
法， 1，200-2，000法， 2，000法以上の 5階級に統合すると，最初の 4階級から
の平均はプラスまたはマイナスの方向への偶然的逸脱からある程度まで自由で
あることを要求しうると思われる。第5階級は 2，000法以上の平均年支出を持
つ6家族をしか含まないので，この階級にあってはこの点はほとんど期待しが
たく，実際にもそうなっていなし、。J(エンゲル，同上， p.69) 
10) エンゲノレが掲げたデータによる消費関数の唯一の計測例としてはH.ハウタッカ
一論文がある。そこでは飲食費の支出弾性値は0.846と計測されているが，こ
れはおそらく未修正データにもとづく測定結果とおもわれる。 H.S. Houthak-
ker， 'An International Comparison of Husehold Expenditure Patterns， 
Commemorating The Centenary of Engel's Law'， Econometriea， Vol. 25， 
4 (October 1957) 
11) 岩田焼ー『経済分析のための統計的方法Jl(東洋経済新報社， 1971)， p.416脚
注5)を参照。
12) エンゲノレ，向上， p. 134. 
13) ]. R.ヒツクス『経済史の理論』新保訳(日本経済新聞社， 1970)，付論「リカ
ードの機械論J
14) S.クズネッツ『近代経済成長の分析』塩野谷訳(東洋経済新報社， 1968)，第
2-5表。
15) S. グズネッツ『諸国民の経済成長』西川|・戸田訳(ダイヤモンド社， 1977)， 
第 3章。
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16) 日本の工業化以前の社会の消費関数の計課ij事例としては，種本 i19世紀中葉周
防大島宰判の消費関数J[j'三田学会雑誌jJ1975-11. 12がある。
* * ネ * * 
注10)あにげたH.ハウタッカー論文については慶応義塾大学西川俊作教授から指摘
を受けたものである。まずこS3(前号〉におけるケネー《経済表》に関して同教授
í~経済表》の投入産出表示J [j'三田商学研究jJ1975-10から示唆を受けるところが
多かった。ここに記して謝意を申し述べたい。
